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1 0 1 1 0 5 　ＮＹ株大幅続伸、リーマン・ショック前の高値水準　［朝日］

　【ニューヨーク＝山川一基】４日のニューヨーク株式市場は大幅に続伸した。大企業で構成す

るダウ工業株平均は前日比２１９．７１ドル（１．９６％）高い１万１４３４．８４ドルで取

引を終えた。「リーマン・ショック」が起きる直前の２００８年９月８日以来、約２年２カ月ぶ

りの高値水準となった。 

　３日の連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）で大幅な追加金融緩和が打ち出されたことで、潤沢な

投資資金が株式市場に向かうとの思惑が広がっている。ドル安の影響で輸出関連株も買われた。

４日朝方発表の１０月３０日までの１週間の新規失業保険申請件数は事前予想より多かったが、



「市場にお金がじゃぶじゃぶに注ぎ込まれるとの期待がすべてを押し流している」（米ストラ

テジスト）状況だ。 

　一方、ハイテク株主体のナスダック総合指数は３７．０７ポイント（１．４６％）高い２５７

７．３４。０８年１月以来約２年１０カ月ぶりの高値水準だった。 

　ダウ平均は０７年秋、サブプライムローン危機が深刻化するなかで下落に転じ、０８年９月１５

日のリーマン・ブラザーズ破綻（はたん）後にさらに急落した。その後、大手銀行への公的資金

の注入を経て金融危機が去り、米景気が緩やかに回復するにつれて上昇に向かった。 

　ただ、今も失業率は高止まりし、住宅価格の低迷は深刻だ。「最近の株価上昇は金融政策による

影響が大きく、本格的な景気回復にはほど遠い状況」（同）といえる。 

1 0 1 0 0 9 　ニューヨーク円、１５年ぶり高値　株式は下落　［朝日］

　【ニューヨーク＝山川一基】８日のニューヨーク外国為替市場は、米雇用統計が予想より悪

かったことを受け、ドルを売って円を買う動きが加速した。午前の取引で１ドル＝８２円を突破

し、一時１ドル＝８１円７２銭をつけた。１９９５年４月以来、約１５年半ぶりの円高ドル安水

準。 

　午前１１時４０分（日本時間９日午前０時４０分）時点の円相場は、前日午後５時時点と比べ

て５５銭円高ドル安の１ドル＝８１円８０～９０銭。 

　現地時間８日朝に発表された９月の米雇用統計で、非農業者部門の就業者減が市場予想より大

幅だったため、米経済の先行きへの楽観論が後退。さらに「主要経済指標の悪化で、米連邦準備制

度理事会（ＦＲＢ）が近く追加緩和に動く可能性が高まった」（米為替ストラテジスト）との

見方も強まり、ドルが大きく売られた。 

　日本政府が９月１５日に円売りドル買いの為替介入に踏み切った１ドル＝８２円台をすでに超

えている。しかし市場では、週末に米ワシントンで主要７カ国財務相・中央銀行総裁会議（Ｇ

７）が開かれるのを前に、日本が再び為替介入に踏み切るのは難しいとの見方が根強い。 

　一方、８日のニューヨーク株式市場は、追加の米金融緩和が近づいたとの見方から反発してい

る。大企業で構成するダウ工業株平均は一時、今年５月上旬以来約５カ月ぶりに１万１千ドル台

を回復した。午前１１時４０分時点は前日終値比で５１．６９ドル高の１万１０００．２７ド

ル。 

1 0 1 0 0 6 　日銀、ゼロ金利復活　量的緩和政策を導入へ　［朝日］

　日本銀行は５日の金融政策決定会合で追加の金融緩和を決めた。政策金利の誘導目標を従来の

「年０．１％前後」から「０～０．１％」へ引き下げ、２００６年７月以来４年３カ月ぶりに事

実上の「ゼロ金利政策」に復帰した。さらに、新たに５兆円規模で株価や不動産価格に連動する



投資信託などを買い取り、従来の資金供給と合わせて計３５兆円規模の基金をつくる。政策金利

の引き下げ余地がほぼなくなったため、今後はこの基金の増額などで金融緩和を進める「量的緩

和政策」に踏み込む見通しだ。 

　日銀の追加緩和は８月３０日の臨時会合で、新型の資金供給手段（新型オペ）の規模を２０兆

円から３０兆円に増額したのに続く。利下げはリーマン・ショック直後の０８年１２月以来で、

ゼロ金利政策は３回目。過去２回は大手銀行の経営破綻（はたん）などが相次いだ直後の９９年

２月～００年８月と、「量的緩和政策」を導入した際の０１年３月～０６年７月だった。 

　今回は「時間軸政策」も導入した。「物価の安定が展望できる情勢になったと判断するまで、実

質ゼロ金利政策を継続していく」と表明。消費者物価指数が安定して前年よりプラスになると見

通せるまで、ゼロ金利を続ける姿勢を明確に打ち出した。 

　５兆円規模の資金を用意することで従来の新型オペと合わせ、計約３５兆円の基金を創設。市場

に出回るお金の量を増やし、長めの期間の金利低下を促す。日銀はこれ以上は金利の引き下げ余

地がほぼなくなったため、今後は基金を増減することで金融政策を運営する見込みだ。 

　前回の量的緩和では、市場に供給する資金量の目安を、銀行が日銀に預けたお金の量を示す「日

銀当座預金」の残高にしていたが、今回は基金の規模を目安にする見通し。 

　新たな５兆円の資金の使い道は、長期国債と短期国債の買い入れが計３．５兆円、企業が運転資

金などの調達のために発行するコマーシャルペーパー（ＣＰ）や社債などの買い入れが計１兆

円。残りの約５千億円は、日経平均株価などに連動する株価指数連動型上場投資信託（ＥＴＦ）

と不動産市況に連動する不動産投資信託（Ｊ―ＲＥＩＴ）の購入に充てる。 

　日銀は値下がりで損失を被る恐れがあるＥＴＦやＪ―ＲＥＩＴを購入資産の対象外にしてきた

が、今回、「異例の措置」（日銀の白川方明〈まさあき〉総裁）に踏み切った。不動産や株式に投

資資金が活発に流れるようにして、資産価格の上昇を促す狙いがある。 

　白川総裁は会合後の記者会見で、複数の政策を同時に打ち出して「パッケージで効果を最大限

に高める」と述べ、「包括的な金融緩和」と表現。「緩和効果発揮のため、金融政策は異例の世界

に入っていく」とも述べ、過去に例のない緩和策だと強調した。（大日向寛文、志村亮） 

1 0 0 9 1 7 　家計の現預金、過去最大８０６兆円　投資のリスク回避　 [朝日

]

　家計の金融資産のうち現預金の６月末の残高が８０６兆円に達し、日本銀行の統計をさかのぼ

ることができる１９９７年１２月末以降で最大になった。一般家庭が損失リスクの高い投資を避

けているためだ。一方、政府の負債は最高額を塗り替え、初めて民間企業の負債を超えた。全体を

みれば、家計や企業で余った資金が政府の借金を支える傾向に拍車がかかっている。 

　日銀が１７日発表した２０１０年４～６月期の資金循環統計（速報）で明らかになった。家計、



企業、政府といった日本の各経済主体の間を動くお金の流れや、保有資産の残高を分析したもの

で、四半期ごとに発表される。 

　家計にある現預金や株式などの金融資産全体の総額は１４４５兆円で、３四半期ぶりに減少し

た。株式市場の低迷で株や投資信託の評価額が目減りした影響とみられる。 

　このうち現預金は８０６兆円で、０７年３月末から１４四半期連続で増え続け、過去最大になっ

た。日銀調査統計局は「家計がリスクを避け、安全資産を持つ傾向が続いている」とみている。ほ

かは保険・年金が３９３兆円、株式・出資金が９４兆円、投資信託が４９兆円などとなっている。

　地方自治体も含めた政府部門の金融負債は５四半期連続で増えて１０３５兆円となり、過去最

大だった。国債や地方債などの証券残高が前期より３２兆円増えた。 

　金融機関をのぞく民間企業部門の負債は前期より７６兆円減の１千兆円となり、調査開始以来

初めて政府部門の負債を下回った。企業も、設備投資を避け、手元資金を厚めに取っておく傾向

だ。代わりに政府が借金を増やして景気を支えるために支出するという構図が続いている。（志

村亮） 

1 0 0 9 1 5 　政府・日銀、６年半ぶり為替介入　１５年ぶり円高水準で　 [朝

日 ]

　政府・日本銀行は１５日、外国為替市場で「円売りドル買い」の為替介入に踏み切った。市場介

入は２００４年３月以来、約６年半ぶり。同日朝の東京外国為替市場の対ドル円相場は一時１ド

ル＝８２円台まで上昇し１５年４カ月ぶりの円高水準をつけていたが、介入を受け１ドル＝８５

円台に急落した。急激な相場の動きを食い止め、輸出産業への悪影響を和らげるのが狙いとみら

れる。東京株式市場は上昇し、午後に入って日経平均株価は９５００円台を回復した。 

　１５日の東京金融市場は荒れ模様の展開になった。外国為替市場の対ドル円相場は、前日の米国

市場の流れを受け、午前１０時２５分ごろに１ドル＝８２円８６銭付近まで上昇した。しかし、そ

の直後に政府・日銀が円高阻止のために介入したとの情報が流れ、一気に１ドル＝８３円台後半

に急落した。 

　同日午前１１時前に記者会見した野田佳彦財務相は「相場の過度な変動を抑制するために先ほ

ど介入に踏み切った」と発表。菅直人首相への連絡について「今朝ほど、『今日介入する』とい

う報告はしてきた」と述べた。日銀の白川方明総裁も「為替相場の安定的な形成に寄与すること

を強く期待する」との談話を発表した。円売り介入は０３～０４年にかけて総額３５兆円の介入

を実施して以来、なかった。 

　野田財務相は介入規模を明らかにしなかったが、政府関係者は「１兆円を超える規模ではな

い」としている。米欧の通貨当局と調整した上で、日本が単独介入に踏み切った。 

　仙谷由人官房長官は１５日午前の記者会見で「最近の円高の進行が経済・金融の安定への影響



から看過できないと考えている。適宜適切に為替介入を含めた断固たる措置をとろうというの

は、官邸含めてそういう考え方できている」と説明した。 

　仙谷氏は、為替介入の前に野田財務相が首相官邸を訪れ、首相と仙谷氏に介入する方針を報告し

たことを明らかにした。欧米が協調介入しないことについて「欧米には理解を求める行動はとっ

ている」と述べた。 

　介入は断続的に実施されたとみられ、円はじわじわと値を下げた。午後１時現在は前日午後５時

時点よりも１円６０銭円安ドル高の１ドル＝８４円８１～８３銭で取引されている。 

　前日の米国市場では、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）がさらに金融緩和を進めるという観測

が流れ、円高ドル安が進行。続投の決まった菅首相が為替介入に比較的慎重とみられていたこと

もあって、東京でも朝は円買いドル売りが優勢だった。 

　一方、東京債券市場では国債が買われ、長期金利が低下している。代表的指標である新発１０年

物国債の流通利回りは一時、前日終値より０．０５５％幅低い１．０５０％まで下がり、約２週

間ぶりの低水準をつけた。 

1 0 0 9 1 0 　追加経済対策を閣議決定　事業規模９．８兆円　 [朝日 ]

　政府は１０日、急激な円高などによる景気後退を防ぐため、追加経済対策を閣議決定した。第１

弾として、約９２００億円を投じて、既卒者の就職支援や家電エコポイント制度の延長などを実

施。さらに、今後の景気動向を踏まえて、補正予算の編成を検討。続いて、年末に決める来年度税制

改正で法人税減税や雇用促進税制などを検討するという「３段構え」だ。 

　今回、具体策が決まった第１弾の緊急対策では、２０１０年度予算の「経済危機対応・地域活性

化予備費」の残額９１８２億円を活用。事業規模は約９．８兆円に上り、約２０万人の雇用創出

や実質国内総生産（ＧＤＰ）の約０．３％分の押し上げを目指す。 

　雇用対策には約１４００億円を使い、卒業後３年以内の既卒者を正社員採用した企業に１人当

たり１００万円の奨励金を支給する制度などを創設。消費対策には約４５００億円を投じ、省エ

ネ家電向けのエコポイント制度を、対象商品を絞って来年３月末まで３カ月間延長する。住宅版

エコポイント制度や住宅ローンの金利優遇策の期限も来年末まで１年間延ばす。 

　このほか、環境産業の工場立地を促す補助金制度に約１１００億円を、病院や学校の耐震化、ゲ

リラ豪雨対策といった公共事業にも約１６５０億円をそれぞれ使う。計８３項目の規制改革の前

倒しや拡充策を盛り込んだのも特徴だ。 

　円高対応については「必要な時に為替介入を含め、断固たる措置をとる」と明記。日本銀行に対

しても追加の金融緩和への期待を示した。 



　当面はこうした対策で景気の下支えをねらうが、菅直人首相はこの日の経済関係閣僚委員会で、

「今後の景気、雇用動向を踏まえ、必要ならば、補正予算の編成など機動的、弾力的に対応した

い」と述べた。財源については、来年度以降の公共事業を前倒し発注する「国庫債務負担行為」

１兆円を念頭においており、今回の対策と合わせて、２兆円規模の景気対策になる可能性がある。

1 0 0 9 0 9 　オバマ米大統領、追加景気対策を発表　総額１５兆円規模　 [朝

日 ]

　【ワシントン＝尾形聡彦】オバマ米大統領は８日、米オハイオ州クリーブランドで演説し、企業

減税を柱とする追加経済対策を発表した。１１年末までの企業の設備投資減税（３００億ド

ル）、企業の研究開発投資減税の拡大・恒久化（１０年で１０００億ドル）、公共事業拡大（６

年で少なくとも５００億ドル以上）で、総額約１８００億ドル（約１５兆１千億円）に上る見込

みだ。大統領はまた、中所得者層への減税を恒久化する意向も示した。 

1 0 0 8 3 0 　日銀、追加金融緩和を決定　新型オペの規模を拡大　 [朝日 ]

　日本銀行は３０日午前、臨時の金融政策決定会合を開き、追加の金融緩和を決めた。昨年１２月

に導入した新しい資金供給手段（新型オペ）の規模を現在の２０兆円から３０兆円に増やすと

ともに、上積み分の貸出期間を従来の３カ月から６カ月に延ばした。円高や株安が消費者や企業

の心理を冷やし、景気回復のシナリオが崩れる恐れが高まったと判断した。 

　追加緩和は今年３月以来、臨時会合を開いての緩和はドバイ・ショック直後の昨年１２月以来

だ。日銀は次回会合を９月６、７日に予定していたが、それを待たずに追加緩和し、円高対策で政

府と足並みをそろえる姿勢を強調した。日銀の白川方明（まさあき）総裁は３０日午後、菅直人

首相と会い、追加緩和や経済情勢を説明する。 

　会合では、新型オペを拡充する案に、政策委員（総裁、副総裁２人、審議委員６人）のうち須田美

矢子審議委員（学界出身）が反対。政策金利の誘導目標は、全員一致で年０．１％に据え置いた。

　前回８月９、１０日の会合では、足元の景気について「緩やかに回復しつつある」、先行きにつ

いても「回復傾向をたどる」としていた。今回はこれらを維持しつつ、米国経済の減速や円高・

株安で「我が国の経済・物価見通しの下振れリスクにより注意していくことが必要」と判断し

た。 

　日銀は昨年１２月の臨時会合で新型オペを１０兆円規模で導入し、今年３月に２０兆円に増や

した。日銀が事実上ゼロにしている政策金利は、担保なしで借りて翌日返す場合の「無担保コー

ル翌日物」の金利。新型オペは政策金利と同じ年０．１％という極めて低い固定金利で３カ月

間、金融機関に貸し出すものだ。 

　今回は１０兆円を上積みし、さらに、その分に限って貸出期間を６カ月に延ばした。 



　政策金利を引き下げる余地は少ないが、新型オペの拡充で長めの期間の金利も押し下げられ、企

業が資金を借りやすくなって投資が増えることが期待できる。また、円資産の金利が下がれば、円

を売って海外通貨の資産を買う動きが強まり、円高を抑える効果も見込める。３月に新型オペの

規模を増やした際には４月にかけて円安をもたらした。日銀は追加緩和で同様の効果を狙ってい

るとみられる。 

　日銀は今月９、１０日の会合で景気の見通しも金融政策も据え置いた。一方、米連邦準備制度理

事会（ＦＲＢ）は１０日に景気判断を引き下げ、追加緩和に向けて動き出した。市場では日米の

中央銀行のスタンスの違いを材料に円高ドル安が進み、２４日には一時１ドル＝８３円台をつ

け、輸出の悪化を懸念して日経平均株価は９０００円を割った。 

　円高・株安を受け、菅首相は白川総裁と会談する考えを２７日に示し、「機動的な金融政策の実

施を期待する」と表明していた。また、政府は３０日に経済対策の基本方針を発表する。日銀は政

府の動きと足並みをそろえるため、臨時会合を開き、追加緩和を前倒しした。（吉原宏樹） 

1 0 0 8 1 2 　１ドル８４．７０円台　１５年ぶり高値　日米金利差縮小　 [朝

日 ]

　１１日の外国為替市場は、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）が追加金融緩和に向けて一歩踏み

出す姿勢を示したことを受けて円高ドル安が進み、円相場は一時、１ドル＝８４円７０銭台まで

上昇。１９９５年７月以来、約１５年ぶりの円高水準になった。株価も全面安となり、日経平均株

価は約３週間ぶりに９２００円台に下落した。 

　東京外国為替市場は朝方から円高ドル安で推移。午後５時時点は前日同時点より５６銭円高ド

ル安の１ドル＝８５円０９～１１銭だったが、ロンドンでの取引で正午（日本時間午後８時）過

ぎ、１ドル＝８４円７０銭台まで円高が進んだ。 

　ＦＲＢが１０日、住宅ローン担保証券などの償還で戻ってきた資金を長期国債の購入に振り向

けると発表。事実上の追加緩和に踏み切ったことで、米長期金利が低下し、日米の金利差を意識し

てドルを売る動きが広がった。１１日発表の中国の７月の小売り売上高が市場予測を下回るな

ど、「米国、中国を中心に世界的な景気の減速懸念」（大手証券）が強まり、安全とされる円を買

う動きが強まった。 

　東京株式市場でも景気の減速懸念から、ほぼ全面安の展開となった。日経平均の終値は前日の終

値より２５８円２０銭（２．７０％）安い９２９２円８５銭、東京証券取引所第１部全体の値動

きを示すＴＯＰＩＸ（東証株価指数）は同２０．２３ポイント（２．３７％）低い８３４．４

５。出来高は１５億８千万株だった。 

　債券市場では日本国債が買われ、長期金利の代表的指標の新発１０年物国債の流通利回りが一

時、０．９９５％まで低下（債券価格は上昇）した。２００３年８月以来７年ぶりに１％割れと

なった今月４日以来、１週間ぶりに１％の大台を割り込んだ。終値は１．００５％だった。（寺西

和男、座小田英史） 



1 0 0 7 2 2 　オバマ大統領が署名、米の金融規制法成立　 [朝日 ]

　オバマ米大統領は２１日、１９３０年代の大恐慌時以来となる米国の抜本的な金融規制強化法

案に署名し、同法が正式に成立した。米国が大幅な規制強化にかじを切ったことで、日本など他国

へも同様の規制強化を求める圧力が高まる可能性がある。オバマ大統領は２１日の署名式典で

「この法律で、米国民は、金融街の過ちのツケの支払いを求められることは二度となくなる」と

述べた。 

　金融規制強化法は、銀行の投機的な取引を制限し、消費者保護のための独立性の高い組織を設け

ることなどを柱にしている。新たな金融危機を防ぐため、金融大手については銀行、証券、保険な

ど業種を問わず米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）が一元的に監督する。危機を事前に察知するた

めに財務長官を議長とする「金融安定監視委員会」も設ける。 

　同法をめぐっては、米議会で昨年から審議が行われ、今年６月末に上下院の法案が一本化され

た。６月末に下院で法案が通過したあと、今月１５日に上院でも可決され、米議会を通過。オバマ

大統領もすでに署名する意向を示していた。（尾形聡彦） 

1 0 0 7 0 1 　日銀短観、２年ぶりプラスに　大企業・製造業の景況感　 [朝日

]

　日本銀行が１日発表した６月の企業短期経済観測調査（短観）で、大企業・製造業の景況感を

表す業況判断指数（ＤＩ）が５四半期連続で改善し、プラス１となった。プラスに転じるのは、

リーマン・ショック前の２００８年６月調査以来２年ぶり。足元では欧州経済が不安視されてい

るものの、好調な新興国経済に引っ張られ、景気が回復をたどっていることが示された。 

　ＤＩは、景気が「良い」と答えた企業の割合から「悪い」と答えた企業の割合を引いた数値。四

半期ごとに発表しており、今回は５月２６日～６月３０日に調査した。対象は全国の１万１４１

１社で、９８．７％が回答した。 

　自動車や電機などの主力産業を含むために注目度が高い大企業・製造業のＤＩは、前回３月調

査から１５ポイントの大幅改善となった。自動車は２０ポイント、電機は１８ポイント、設備投資

と関係が深い汎用機械は２７ポイント改善。大企業・製造業では主力１６業種すべてのＤＩが改

善したが、これは９４年８月調査以来だ。中国など新興国向けの輸出、生産が好調なことが主因と

みられる。 

　大企業・製造業のＤＩを三つの選択肢別に見ると、「良い」と答えた企業が前回の１０％から

１８％に増加。「さほど良くない」は６６％から６５％、「悪い」は２４％から１７％に減った。

　外需主導で進んできた景気回復は、内需産業にも及びつつあり、大企業・非製造業のＤＩは９ポ

イント改善のマイナス５になった。宿泊・飲食サービスが２１ポイントの大幅改善になったほ

か、小売りも５ポイント改善した。設備投資も動き始めた。大企業・製造業の１０年度の設備投資



計画は前年度比３．８％増。０．９％減だった前回調査から上方修正され、３年ぶりのプラスに

転じた。 

　しかし、先行きには不安が残る。今回の調査では回答の８割程度が６月１０日までに集められ、

直近の円高・株安傾向は十分反映されていない。事業計画の前提になっている為替レートも尋ね

ているが、大企業・製造業の１０年度の想定は１ドル＝９０円１８銭。今の円高水準が続けば、輸

出産業の収益は圧迫される。 

　秋以降はエコカー補助金などの政策効果もなくなり始める。大企業・製造業の先行きのＤＩ

（９月見通し）はプラス３で、今回からの改善幅は２ポイントにとどまっている。 

1 0 0 7 0 1 　路線価２年連続、全都道府県で下落　都市部の下げ幅拡大　 [朝

日 ]

　国税庁は１日、相続税や贈与税の算定基準となる２０１０年分の路線価（今年１月１日時点）

を公表した。標準宅地の平均路線価は２年連続、すべての都道府県で下落した。特に東京、大阪な

どの都市部はオフィス需要の低迷、不動産投資の縮小などの影響で大きな下げ幅となった。 

　東京の標準宅地の平均路線価は１平方メートルあたり５５万５千円で、前年比１１．３％減と

下落率が最も大きかった。下げ幅の大きさでは、大阪（同１７万４千円）、福岡（同９万６千円）

の前年比９．４％減、愛知（同１１万１千円）の前年比７．５％減と続いた。国土交通省のリ

ポートは主要都市の地価の下落について、「低調な土地需要、オフィスビルの空室率の上昇、賃料

の下落による収益力の低下が背景にある」と説明している。 

　都市部以外の地方の標準宅地の平均路線価は同４万８千円だったが、下落率は前年比５．９％

減と都市部より小幅に収まった。地方は、１９９３年から１４年連続で下落し、０７、０８の両年

は横ばいで踏みとどまったものの、再び下落に転じている。 

　都道府県庁所在都市の最高路線価も下落傾向を示した。下落率が大きい順では、東京が１平方

メートルあたり２３２０万円で前年比２５．６％減。名古屋（同５８１万円）は前年比２０．

２％減、大阪（同７２４万円）は前年比１９．９％減と続いた。３都市を含め、１０％以上、下落

した都市は１１。前年より８都市増えた。 

　最高路線価が上昇した都市は２年連続でゼロとなり、下落した都市は４５で、前年より６都市増

えた。横ばいは津、山口の２都市だけだった。 

　全国の最高値は２５年連続、東京・銀座５丁目の鳩居堂前で、１平方メートルあたり２３２０万

円。銀座４丁目の三越前、和光前も同額だった。前年に比べて２５．６％の落ち込みを見せたが、

はがき１枚分の土地代は３４万３千円だった。 

　　　　　◇ 



　〈路線価〉　主な道路に面した標準的な宅地１平方メートルあたりの評価額。その年内に相続、

贈与で土地を取得した場合の課税額の算定基準になる。１月１日を評価時点として、国税庁が実

際の売買事例や不動産鑑定士の意見などを参考に算出する。これとは別に、土地取引の参考値と

して、国土交通省が調べる公示地価（１月１日時点）、各都道府県が調査する基準地価（７月１

日時点）がある。 

1 0 0 5 1 0 　「ギリシャの次は…」ポルトガルとスペイン、否定に躍起　

[朝日 ]

　【パリ＝国末憲人】ポルトガル、スペイン両政府が「ギリシャに続いて財政危機に陥るので

は」とのうわさを打ち消すのに懸命だ。自国とギリシャとの違いを強調し、不安の広がりを食い

止めたい欧州連合（ＥＵ）各国も援護している。だが、市場の疑念は簡単にはぬぐえそうにない。

　「ポルトガルの状況はギリシャと何ら似ていない。財政赤字の面でも、政府債務の面でも、統計

の面でも」。ポルトガルのソクラテス首相は７日、パリでフィヨン仏首相と会談した後に記者会

見し、語気を強めた。 

　ポルトガルの財政赤字は国内総生産（ＧＤＰ）の９．４％。ユーロ圏内では高いものの、それで

もギリシャの１３．６％、アイルランドの１４．３％ほどではない。政府債務もギリシャの対Ｇ

ＤＰ比１１５．１％に対し７６．８％。ソクラテス首相はこれらの数字を根拠に「我々はユーロ

圏で真ん中あたり。あれこれ言われる筋合いはない」とうわさへの不快感をあらわにした。 

　フィヨン首相も「各国が協力しており、様々な思惑は一掃されるだろう」と楽観論を強調し、ソ

クラテス首相を援護した。 

　ただ、成長率が低いことなどから市場では「次はポルトガル」との不安は強く、米格付け会社が

同国を格下げする動きも相次いでいる。 

　スペインは財政赤字がＧＤＰ比１１．２％、政府債務が同５３．２％。仏ルポワン誌によると、

金融最大手サンタンデール銀行のボティン頭取は「スペインをギリシャと同列に扱うのは

（サッカーのスペイン１部リーグ）レアル・マドリードを（ぱっとしない）アルコヤーノと比

較するようなもの」と余裕を見せた。 

　だが、２００８年に不動産バブルが崩壊し、失業率が２割に達するスペインに対する懸念も依然

として強い。ユーロ圏４位の経済規模を持つだけに、危機に陥った場合の影響も甚大だ。今月４日

には「国際通貨基金（ＩＭＦ）に支援を求めるのでは」とのうわさが広がって株価が急落し、サ

パテロ首相が急きょ否定する騒ぎとなった。 

　サルガド財務相は９日、ＥＵの緊急財務相理事会が開かれたブリュッセルで「基金を頼るつも

りは全くない」とうわさを重ねて否定した。 

　しかし、同国で財政再建や景気回復が大きな課題であるのは確かで、サパテロ首相は５日に野党



・国民党のラホイ党首と会談して財政問題を協議するなど、対応に追われている。 

1 0 0 5 0 8 　収まらない世界同時株安　金融危機再燃の懸念も　 [朝日 ]

　ギリシャの財政危機をきっかけにした欧州発の信用不安が、世界の金融市場を大きく揺さぶっ

ている。７日の東京株式市場は、２日連続で大幅に値下がり。欧米、アジア市場でも株価の値下が

りがとまらず、「世界同時株安」が収まらない。 

　前日、誤発注が原因ともみられる急落があったニューヨーク株式市場は７日、続落した。大企業

で構成するダウ工業株平均は一時、前日終値より２７９．０９ドル（２．６５％）安い１万０２

４１．２３ドルまで下落した。 

　米労働省が同日発表した４月の失業率は前月比０．２ポイント悪化の９．９％だった。金融市

場の混乱が米国の景気回復に水をさす懸念も出ている。 

　それに先立つ同日の東京市場では、日経平均株価の下げ幅が一時、前日終値比で４３０円を超

え、今年最大の下落を記録した。アジアの主要市場でも韓国やタイで株価が２％以上下がった。７

日のロンドン市場も５営業日連続の値下がりで取引を終えた。 

　市場混乱の原因として、欧州中央銀行のトリシェ総裁が暴落する欧州の国債市場に対して対策

を打ち出さなかったことを指摘する声がある。米市場関係者は「当局の無策は、世界的な危機を

招いたリーマン・ショックの記憶をよみがえらせた」と話す。 

　一方、為替市場では一時１ドル＝８８円台まで進んだ円高の流れが一服。７日のニューヨーク外

国為替市場では１ドル＝９１円台半ば、対ユーロでも１ユーロ＝１１６円台前半で推移してい

る。ただ、「ポルトガル国債の格下げなども取りざたされ、今後もユーロを大きく買い戻す動きは

想定できない」（みずほコーポレート銀行）という。 

　菅直人副総理兼財務相ら主要７カ国（Ｇ７）の財務相は日本時間の７日夜、電話協議をした。米

政府高官は朝日新聞の取材に「ギリシャ問題について、各国が連携して対処することで一致し

た」と語った。 

　オバマ米大統領は７日、ホワイトハウスで記者団に対しメルケル独首相と電話で会談したこと

を明らかにし、「関係国の強力な政策対応や国際社会からの力強い金融面での対応の重要性で合

意した」と述べた。ブリュッセルで７日夜（日本時間８日未明）開かれる欧州連合（ＥＵ）の

ユーロ圏１６カ国の首脳会議で、危機拡大を防ぐ手立てを打ち出せるかが注視されている。 

0 2 0 9 　ＮＹ株、終値１万ドル割れ　３カ月ぶり安値　 [朝日 ]

　【ニューヨーク＝丸石伸一】８日のニューヨーク株式市場は、大企業で構成するダウ工業株平

均の終値が前週末より１０３．８４ドル（１．０４％）安い９９０８．３９ドルになった。終値

で１万ドルの大台を割り込んだのは、昨年１１月４日以来約３カ月ぶり。 



　ギリシャなど欧州各国の財政問題への懸念が先週から強まっており、８日の取引でも売り注文

が優勢だった。海外の債務問題で損失を被る恐れがある金融関連株を中心に売られ、ダウ平均は

２営業日ぶりに値下がりした。 

　オバマ政権が規制強化策を打ち出していることも、金融株を売られやすくしている。ダウ平均は

昨春から、米金融大手の収益回復とともに上昇基調を続けてきたが、今年１月下旬以降、調整色が

強まっている。 

0 1 2 9 　０９年失業率は５．１％　過去最大１．１ポイント悪化　 [朝日 ]

　総務省が２９日発表した２００９年平均の完全失業率は前年を１．１ポイント上回る５．１％

で、雇用情勢の急激な落ち込みを反映し、悪化幅は過去最大となった。また、厚生労働省が同日発

表した有効求人倍率の０９年平均は０．４７倍で、１９９９年の０．４８倍を下回り過去最低を

記録した。 

　同時に発表された昨年１２月の完全失業率（季節調整値）は前月より０．１ポイント低い５．

１％で、２カ月ぶりに改善した。一方、昨年１２月の有効求人倍率（同）は前月より０．０１ポイ

ント高い０．４６倍で、４カ月連続で改善した。 

　完全失業率は１５歳以上の働く意欲がある人のうち、職がなく求職活動をしている人の割合。１

２月の男性は前月より０．１ポイント低い５．３％、女性は０．１ポイント高い５．０％。 

　１２月の完全失業者数は３１７万人で、前年同月より４７万人増えた。理由別では企業の倒産や

リストラなどが同２７万人増の１０４万人、自己都合は１万人減の９７万人だった。 

　有効求人倍率は、ハローワークで仕事を探す人１人に、何件の求人があるかを示す。 

　１２月の新規求人倍率（同）は前月を０．０７ポイント上回る０．８７倍で、２カ月連続で改

善した。新たに就職活動を始めた人が前月より５．８％減る一方で、新たな求人数は前月より

１．５％増えた結果、大きく改善した。 

　ただ、正社員の有効求人倍率は０．２８倍で、安定した仕事探しが難しい状況が続いている。 

　休業手当の一部を助成する雇用調整助成金を昨年１２月に申請して受理されたのは８万２千事

業所で、対象となる従業員は１８６万５千人。前月より９千人多く、５カ月ぶりに増加した。 

　０８年１０月から今年３月までに解雇や雇い止めで職を失う非正社員は２５万７千人。派遣が

１４万７千人と６割近くを占める。同じ期間に失職する正社員は、１００人以上の離職例の集計

だけで６万人にのぼる。 



0 1 2 3 　ＧＤＰ伸びても雇用者報酬は減　１０年度政府経済見通し　 [朝

日 ]

　政府は２２日、２０１０年度の「政府経済見通し」を閣議決定した。国内総生産（ＧＤＰ）の実

質成長率は０７年度以来３年ぶりのプラスとなるが、労働者の賃金などを示す雇用者報酬は４年

連続で前年度を下回る。失業率も高止まりしたままで、プラス成長となっても、「実感なき景気回

復」が当面は続きそうだ。 

　閣議決定した政府経済見通しは、ＧＤＰ見通しなど主な数値は昨年末に閣議了解された見通し

と同じ。公共投資や雇用者報酬の見通しが追加された。 

　雇用者報酬は、昨年末に０８年度の確報値が公表されたことから、０９～１０年度の見通しを策

定した。０９年度は前年度比３．９％減と過去最大の下落率となり、１０年度も０．７％減にと

どまる。マイナスは０７年度から４年連続だ。 

　企業の利益を示す企業所得は１０年度には増加に転じる見通しだが、利益の水準自体は低いま

まで、労働者の所得増にはつながらない。 

　公共投資の見通しは、昨年末に１０年度予算案がまとまったことを受けて試算した。０９年度は

景気対策のための補正予算計上分が盛り込まれ、前年度比１４．４％増となる見通し。１０年度

は鳩山政権の方針で公共投資が減らされたことや前年度の反動減もあり、９．５％減と大幅なマ

イナスとなる見込みだ。 

　ただ、１０年度は海外景気の回復による輸出増や、景気対策による個人消費の持ち直しなどで、

公共投資のマイナスは埋められるとみている。 

0 1 2 1 　世界経済「回復は脆弱」　今年は２．７％成長　世銀予測　 [朝日

]

　【ワシントン＝尾形聡彦】世界銀行は２０日、２０１０年の世界経済見通しを発表した。戦後初

のマイナス成長になった０９年（前年比２．２％減）から回復して経済成長率は１０年が２．

７％増、１１年は３．２％増と予測。２年ぶりのプラス成長だが、世銀は「金融危機の最悪期は脱

したかもしれないが、世界経済の回復は脆弱（ぜいじゃく）だ」としている。 

　先進国の１０年の成長率は１．８％増と予測。０９年（３．３％減）のマイナス成長から、プラ

スに転じる。ただ、１０年の成長率は米国が２．５％増、日本が１．３％増、ユーロ圏が１．０％

増で、それぞれ緩やかな回復となる見通しだ。 

　途上国の成長率は、０９年（１．２％増）よりも加速し、１０年は５．２％増を見込む。中国の

１０年の成長率は９．０％増と予測した。 



0 1 0 8 　「勝ち組」ユニクロ、絶好調　もうけ前年の１．５倍に　 [朝日 ]

　カジュアル衣料品店「ユニクロ」を全国に展開し、デフレ時代の勝ち組の代表格となった

ファーストリテイリングの業績が絶好調だ。８日発表した２００９年９～１１月期連結決算は、

本業のもうけを示す営業利益が前年の同じ時期の１．５倍に増えた。１０年８月期の業績予想

も、過去最高を見込んでいた昨年１０月時点からさらに引き上げた。 

　９～１１月期は売上高２６３４億円、営業利益６１０億円、純利益３４８億円で、いずれも前年

同期より４～６割近く増えた。貢献したのは、軽さが売りの合成皮革「ネオレザー」のブルゾン

といった秋物新商品や、保温機能が高く、上着の下に外出着としても着られるよう色やデザイン

を増やした「ヒートテック」などの商品。価格の安さも加わり、まとめ買いする人の姿が多くみ

られた。 

　１０年８月期の業績予想は、売上高８２００億円、営業利益１３０５億円、純利益６７５億円で、

いずれも前期より２～３割以上増える。柳井正会長兼社長は、２０年に連結売上高を５兆円にす

る目標に向け、「毎年２０％の成長をたたきだす必要がある」と話しており、実現に向けて一歩

進み出したことになる。 

0 1 0 8 　パナソニック、「売上高１０兆円」を１８年目標へ先送り　 [朝

日 ]

　パナソニックは８日、２０１０年度以降の経営方針を発表した。創立１００周年となる１８年ま

でに売上高で１０兆円、二酸化炭素排出量を０５年比で５０％削減し「環境革新企業」を目指す

ことなどが柱。三洋電機の子会社化が昨年１２月までずれ込んだため、投資計画など詳細の発表

は５月に先送りした。 

　大坪文雄社長が大阪府枚方市で記者会見した。三洋が得意とするリチウムイオン電池や太陽電

池などを「エナジーシステム」として新たな中核事業と位置づけ、１８年に全体の３割にあたる

売上高３兆円以上を目指す。エアコンなど「冷熱コンディショニング」、薄型テレビなど「ネッ

トワークＡＶ」、防犯カメラなど「セキュリティー」、健康関連の「ヘルスケア」、テレビや照明

に用途が広がる「ＬＥＤ（発光ダイオード）」を加えた６分野を重点事業とした。 

　三洋の太陽電池事業には１５年度までに１千億円を集中投資。１２年度に国内シェア１位、１５

年度に世界のトップ３入りを目指すとした。　一方、三洋との間で重複している事業や採算性が低

い事業については「客観的に互いの強みを見極め、やめるべきはやめる。一気にやりきるスピー

ドが重要」と一部事業の整理に踏み込むことを示唆したが、時期は明らかにしなかった。 

　パナソニックはかつて売上高１０兆円を０９年度までの目標に掲げており、達成を延期した形。

また大坪社長は「１８年にエレクトロニクス業界で世界ナンバーワンを目指す」と公言してき

たが、この日は先行する韓国・サムスン電子を意識して順位には触れなかった。（上栗崇） 



0 1 0 8 　プリウス２０万８千台、初の年間首位　０９年新車販売

　２００９年の国内新車販売ランキング（軽自動車含む）は、トヨタ自動車のハイブリッド車

（ＨＶ）「プリウス」が２０万８８７６台と、ＨＶとして初めて首位になった。電気モーターと

ガソリンエンジンを組み合わせて走るＨＶの首位奪取は、環境意識の高まりを象徴している。 

　日本自動車販売協会連合会と全国軽自動車協会連合会が８日、発表した。トヨタは５月、最低価

格が旧型より約３０万円安い２０５万円の新型プリウスを発売。政府のエコカー減税や購入補助

金も追い風になり、プリウスは６月から月間販売台数で首位を独走。０８年の１０位（７万３１

１０台）から一気にトップにのぼりつめた。 

　２位は０８年まで５年連続首位だったスズキの「ワゴンＲ」（２０万１５２８台）、３位はダ

イハツ工業の「ムーヴ」（１８万２３２５台）と、軽自動車が続いた。ホンダのＨＶで、２月に最

低価格１８９万円の新型が発売されたインサイトは８位（９万３２８３台）だった。 

0 1 0 8 　空きオフィス列島　東京苦戦、大阪・名古屋・福岡は最悪　 [朝日

]

　不動産仲介の三鬼商事は、東京都心のオフィスビルの空室率が、１２月末は前月末から０．１１

ポイント上昇し、８．０９％になったと発表した。８％を超えるのは５年１０カ月ぶり。企業が経

費削減でオフィスを縮小する動きが続いていて、テナント誘致競争が激しくなっているという。 

　千代田、中央、港、新宿、渋谷の５区の集計。空室率は渋谷区の９．８４％が最も高く、港、新宿区

も９％を超えた。３．３平方メートルあたりの平均賃料は１万８９７８円で前年同月比１４．４

６％下がった。 

　　　　　◇ 

　大阪都心のオフィスビルの空室面積が過去最大となった。景気低迷でオフィス需要が減少する

一方、昨年１年間は新築ビルの供給ラッシュとなり募集面積が急増したためだ。 

　三鬼商事が７日発表した２００９年１２月末の大阪中心部のオフィスビルの空室面積は７１万

８６００平方メートル。これまで過去最大だった同１０月末（７０万２２００平方メートル）を

更新した。 

　０９年に完成した新築ビルによるオフィスの供給量は、バブル崩壊後で過去最大となる４４万

平方メートル。０８年（２３万平方メートル）の倍近かった。 

　１２月末の平均空室率は１０．３４％。１０％を超えたのは３カ月連続。平均賃料は坪（３．３

平方メートル）当たり１万２４３１円で、０３年末の水準を千円近く下回った。 

　不動産仲介のビルディング企画によると、新築ビルでは１０カ月から１年程度、賃料を無料にす



るケースが出てきているという。 

　　　　　◇ 

　三鬼商事は、昨年１２月末の名古屋市中心部のオフィスビルの平均空室率が前月末より０．２

４ポイント上昇し、１２．５８％になったと発表した。景気低迷でオフィス需要が低迷。空室率は

４カ月連続で上昇し、単月では過去最高。東京の８．０９％、大阪の１０．３４％よりも高い。 


	101105　ＮＹ株大幅続伸、リーマン・ショック前の高値水準　［朝日］
	101009　ニューヨーク円、１５年ぶり高値　株式は下落　［朝日］
	101006　日銀、ゼロ金利復活　量的緩和政策を導入へ　［朝日］
	100917　家計の現預金、過去最大８０６兆円　投資のリスク回避　[朝日]
	100915　政府・日銀、６年半ぶり為替介入　１５年ぶり円高水準で　[朝日]
	100910　追加経済対策を閣議決定　事業規模９．８兆円　[朝日]
	100909　オバマ米大統領、追加景気対策を発表　総額１５兆円規模　[朝日]
	100830　日銀、追加金融緩和を決定　新型オペの規模を拡大　[朝日]
	100812　１ドル８４．７０円台　１５年ぶり高値　日米金利差縮小　[朝日]
	100722　オバマ大統領が署名、米の金融規制法成立　[朝日]
	100701　日銀短観、２年ぶりプラスに　大企業・製造業の景況感　[朝日]
	100701　路線価２年連続、全都道府県で下落　都市部の下げ幅拡大　[朝日]
	100510　「ギリシャの次は…」ポルトガルとスペイン、否定に躍起　[朝日]
	100508　収まらない世界同時株安　金融危機再燃の懸念も　[朝日]
	0209　ＮＹ株、終値１万ドル割れ　３カ月ぶり安値　[朝日]
	0129　０９年失業率は５．１％　過去最大１．１ポイント悪化　[朝日]
	0123　ＧＤＰ伸びても雇用者報酬は減　１０年度政府経済見通し　[朝日]
	0121　世界経済「回復は脆弱」　今年は２．７％成長　世銀予測　[朝日]
	0108　「勝ち組」ユニクロ、絶好調　もうけ前年の１．５倍に　[朝日]
	0108　パナソニック、「売上高１０兆円」を１８年目標へ先送り　[朝日]
	0108　プリウス２０万８千台、初の年間首位　０９年新車販売
	0108　空きオフィス列島　東京苦戦、大阪・名古屋・福岡は最悪　[朝日]

